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茨城県合同輸血療法委員会発足後5年間の活動
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はじめに
茨城県合同輸血療法委員会（以下，委員会）は平成
22 年に発足し，これまで輸血用血液製剤の適正使用推
進の一環として「廃棄血削減プロジェクト」を実践し
てきた．本稿では発足後 5年間に渡る活動及びその効
果について報告する．
平成 17 年に厚生労働省から「血液製剤の適正使用推
進に係る先進事例等調査結果及び具体的強化方策の提
示等について」（薬食血発第 0606001 号）により通知が
あり，委員会設置が検討されたが，平成 17 年の都道府
県別血液製剤使用状況調査１）から，県内の使用状況を全
国のデータと比較し，適正使用は推進されていると判
断され，この時点での委員会設置は見送られた．しか
し輸血医療の情報共有，安全性向上が必要であること
から，平成 19 年 6 月，県内医療機関の輸血担当の医師，
輸血業務の担当者，そして血液センターの職員をメン
バーとして，茨城県輸血細胞治療ネットワークが設立
された．平成 20 年の都道府県別血液製剤使用状況調査
結果２）を平成 17 年度と比較すると，県内の医療機関の
病床当たりで，全ての血液製剤の使用量が増加してい
ると判明した．そこで，茨城県薬務課，茨城県医師会，
茨城県赤十字血液センターが協議を行い，医療機関に
おける適正かつ安全な輸血医療の向上を図ることを目

的として，平成 22 年 4 月に茨城県合同輸血療法委員会
が発足した．
まず委員会の世話人会が組織された．世話人は県内
の血液製剤供給上位 20位までの医療機関の輸血担当医
師，茨城県医師会，輸血細胞治療ネットワークに所属
している医師，茨城県保健福祉部薬務課，赤十字血液
センターから選出された．平成 28 年 1 月現在，世話人
は 21 名である．
茨城県輸血細胞治療ネットワークは，委員会発足後
その下部組織となり，委員会の実務支援を行うととも
に，メンバーの所属する医療機関の輸血医療に貢献し，
相互の情報交換を通じて資質を高めていく組織として
活動している．

活動状況
委員会発足の端緒となった血液製剤使用量の増加の
一因として，不適切な血液製剤の使用と発注が想定さ
れた．不適切な血液製剤の使用は廃棄血の増加につな
がっていく．適正輸血を施設毎に検証し改善を行うこ
とは理想であるが，実施に困難が伴う．そこで，結果
としての廃棄血を減らすことを目標とすることが適正
輸血に結びつくと考えた．このため主な活動は，適正
輸血推進のための廃棄血削減プロジェクトとされた．

1）茨城県赤十字血液センター，2）茨城県合同輸血療法委員会，3）石渡産婦人科病院，4）茨城県厚生農業協同組合連合会
JAとりで総合医療センター，5）茨城県厚生農業協同組合連合会総合病院土浦協同病院，6）KKR国家公務員共済組合連合会
水府病院，7）茨城県立こども病院，8）独立行政法人国立病院機構水戸医療センター，9）日本赤十字社水戸赤十字病院，10）公
益財団法人筑波メディカルセンター筑波メディカルセンター病院，11）医療法人社団筑波記念会筑波記念病院，12）公益社団
法人茨城県看護協会，13）株式会社日立製作所日立総合病院，14）社会福祉法人恩賜財団済生会水戸済生会総合病院，15）医
療法人社団常仁会牛久愛和総合病院，16）東京医科大学茨城医療センター，17）茨城県保健福祉部薬務課，18）筑波大学医学
医療系，19）茨城県医師会，20）筑波大学附属病院茨城県地域臨床教育センター，21）茨城県立中央病院
〔受付日：2017 年 2 月 8 日，受理日：2017 年 3 月 28 日〕
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Table　1　個別訪問対象医療機関の抽出基準

実施年度 抽出基準 対象施設数 実施方法

平成 25 過去 3年間の平均値※以上 6施設 個別訪問

平成 26
平 成 25 年
度平均値※
以上

廃棄量 100 単位以上
廃棄率 15%以上

3施設 個別訪問

上記以外 16 施設 削減依頼文送付

平成 27
平 成 26 年
度平均値※
以上

廃棄量 100 単位以上
廃棄率 15%以上

1施設 個別訪問

上記以外 8施設 削減依頼文送付
※平均値は，血液製剤実態調査における赤血球製剤の廃棄量の平均値または廃棄率の
平均値を指す．

Table　2　血液製剤使用実態調査回収状況

年度 平成 23・24 平成25 平成26 平成 27

送付数 251 248 246 100※

回収数 186 211 212 84

回収率（%） 74.1 85.1 86.2 84.0
※平成 23 年度から 26 年度までは血液製剤の供給実績がある茨城
県内の全ての医療機関に送付したが，平成 27 年度からは供給実
績上位 100 施設に絞ったため送付数が減少した．

輸血療法の状況を確認するために，医療機関の血液製
剤使用実態調査，赤血球製剤の廃棄量・廃棄率情報フィー
ドバック，輸血管理体制コンサルテーション及び出前
講座，個別訪問等を行った．

1）血液製剤使用実態調査
輸血用血液製剤の供給実績のある全ての医療機関に
依頼したが，供給実績上位 100 施設で県内の約 96%
を占めていることから，平成 27 年度から対象施設を絞
り輸血業務に係る現状，血液製剤の使用状況を調査し
た．

2）廃棄量・廃棄率フィードバック
血液製剤使用実態調査時に参加を希望した医療機関，
及び後述する個別訪問した医療機関を対象に，2カ月ご
とに赤血球製剤の使用量・廃棄量・廃棄率を収集し
フィードバックした．施設名を匿名化したうえで廃棄
量の多い順に並べ，病床区分（G1：500 床以上，G2：
300 床以上 500 床未満，G3：300 床未満）とともに一覧
化し，医療機関の施設長，輸血部門の担当者あてに郵
送した．医療機関では参加している施設内での自施設
の立ち位置を確認し，適正使用の意識付けの一助にな
ると考えられる．

3）輸血管理体制コンサルテーション及び出前講座
廃棄量・廃棄率フィードバックに参加している医療
機関において，廃棄血の削減などに十分な効果が見ら
れない場合，当該医療機関からの申し出に基づいて適
正使用・廃棄血削減への取り組みを支援した．
輸血管理体制コンサルテーションでは，委員会世話
人と県内の認定輸血検査技師がチームを組んで訪問し，
医療機関の担当者と共同で問題を把握・分析し，改善
策を提案した．出前講座では，希望した施設にチーム
が訪問し，血液製剤を使用する医師を主な対象として
講演を行い，適正使用に係る情報を提供した．

4）個別訪問
前述した活動の中で廃棄量・廃棄率が削減できない
医療機関があったことから，平成 25 年度からの試みと
して，廃棄量・廃棄率の高い医療機関に対して「貴院

における血液製剤の適正使用について」（依頼）を，茨
城県保健福祉部長，茨城県合同輸血療法委員会代表世
話人，茨城県医師会長，の連名で送付し廃棄血削減に
係る個別訪問を実施した．血液製剤実態調査から廃棄
量・廃棄率の高い医療機関を表のように選び（Table
1），施設長同意の上，茨城県薬務課長と茨城県赤十字
血液センター所長が訪問し，問題点を話し合い廃棄血
削減への取り組みを依頼した．訪問した医療機関の状
況を実際に把握できると同時に，施設長のリーダーシッ
プによって大幅に減少した事例もあり，非常に有効で
あった．また，平成 26，27 年度は，個別訪問の基準は
満たさないが廃棄率または廃棄量がそれに準じて多い
施設に対し，文章で廃棄血削減に向けた取り組みを依
頼した（Table 1）．

結 果
1）血液製剤使用実態調査
回収率は，近年 85％前後を推移しており（Table 2），
多くの医療機関からの協力を得て，県内の輸血医療の
実態を把握し活動計画のための基本資料とした．

2）廃棄量・廃棄率の推移
上述のように血液製剤使用実態調査では比較的高い
回収率が得られた．また，直近の調査では対象施設を
絞っているが，茨城県内で輸血を行った主な医療機関
を網羅していると考えられる．このため血液製剤実態
調査から過去 5年間の県内の赤血球製剤の廃棄量・廃
棄率の推移を算出した（Table 3）．
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Fig.　1　個別訪問施設の年度別赤血球製剤廃棄状況
施設毎に，個別訪問をした年度とそれ以降の赤血球製剤廃棄量を示す．横軸の番号は訪問施設
を示す．

Table　3　赤血球製剤の廃棄量・廃棄率の推移

年度 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27

廃棄量
（単位） 4,821 4,646 4,451 3,947 3,411

廃棄率
（%）  4.03  3.86  3.79  3.29  2.97

各施設から提出されたデータに基づくものであり，
また各年度の回収率や対象機関も同一ではないので偏
りが生じる可能性があり，単純に比較はできないが，
平成 23 年度と平成 27 年度の廃棄量はそれぞれ 4,821
単位と 3,411単位，廃棄率は4.03%と 2.97%と減少した．

3）個別訪問
医療機関における廃棄血が多い主な原因は，準備血
を多めに持つことや，準備した血液が不要となったと
きに他の患者に転用できない等であった．施設ごとの
問題点を整理しつつ，手術準備血の適正化，血液発注
量の適正化，院内血液在庫量の見直し，輸血療法マニュ
アルの改訂，適正使用の推進，輸血療法委員会の設置，
緊急時のO型輸血の推進等，一般的な方策を院内全体
で取り組んでもらうよう提案した．
平成 25 年度から平成 27 年度まで訪問した医療機関
における訪問前後の廃棄血の状況は施設間でばらつき
があり，廃棄血の削減効果がみられなかった施設もあ

るが，一方で個別訪問後，前年度比でみると約 50 単位
から 160 単位の削減効果がでていた施設もあった（Fig.
1）．訪問後の情報収集によると，院内全体で廃棄血削
減に取り組んだ施設では大きな効果が得られる傾向に
あると思われた．

考 察
委員会はこれまで一貫して「廃棄血削減」をテーマ
とし，医療機関向けの廃棄血フィードバック事業や出
前講座，個別訪問等のプロジェクトを実施してきた３）～５）．
各施設の地道な努力によって成果をあげることができ
たが，産科中核施設では危機的出血に備え，一定の準
備血は避けられず，外科や内科などに未使用血をまわ
すことができる診療科が無い場合，結果的に多くの廃
棄血が生じる等，輸血適応の適正化だけでは解決でき
ない問題もあることが明らかとなった．東京都赤十字
血液センターによる小笠原村診療所への赤血球製剤供
給には，血液製剤の保管及び冷却機能を有する血液搬
送装置ATR（Active Transfusion Refrigerator）が使用
され６），輸血されなかった場合は回収して，他の医療機
関に供給される血液製剤ローテーションが稼働してい
る．同様のシステムを茨城県内の中小産科施設に導入
することは可能か，平成 27 年度から我々は探索的な研
究にも着手した５）．研究の進捗を待ってまた報告する予
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定である．
輸血を受ける患者や供血者の立場に立ったとき，効
率的で適正な輸血医療を推進することは，合同輸血療
法委員会，各医療機関の重要な使命である．委員会の
活動をとおして医療機関における廃棄量・廃棄率の削
減や適正使用の推進に貢献することが出来たが，今後，
明らかとなった問題点について，ATRを使用した探索
的研究，輸血管理体制コンサルテーションや出前講座
を更に充実させるとともに適正使用の講演会活動をと
おして解決することが，更なる適正使用に繋がると思
料するものである．
著者のCOI 開示：本論文発表内容に関連して特に申告なし
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